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2025年 7月 17日 

ＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社 

「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の 

更なる高度化にかかる着眼点」を踏まえた当社の取組みについて 

 

  ＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社（代表取締役社長：久米 康樹、以下「当社」）は、2023年 2月に生

命保険協会が公表し、2025年 4月に更新した「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更

なる高度化にかかる着眼点」（以下「着眼点」）を踏まえた当社の取組み状況について、別紙のとおりご報

告します。 

 

＜添付＞ 

別紙：「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」を踏まえ

た当社の取組みについて 
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別 紙 

 

「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の 

更なる高度化にかかる着眼点」を踏まえた当社の取組みについて 

 

１．はじめに 

当社は、「“安心・安全・健康”であふれる未来へ」というパーパスの実現に向け、「お客さま本位の業務運営方

針」を定め、取組みを徹底しています。また、生命保険を基盤にお客さまが健康になることを応援する「健康応

援企業」へのさらなる進化を目指すため、当社における営業職員であるライフカウンセラー社員（以下「ＬＣ」）

を含めたコンプライアンス・リスク管理態勢の強化に取り組んでいます。 

2023年 2月、生命保険協会は、生命保険各社が引き続きお客さま一人ひとりと真摯に向き合い、社会的使命を 

果たし続けることを後押しするため、「着眼点」を公表し、2025年 4月に更新しました。「着眼点」に記載の６つ 

の項目を踏まえた当社の取組み状況（2025年 7月現在）を以下の通りご報告します。 

 

（参考）生命保険協会「着眼点」 

    https://www.seiho.or.jp/info/news/shared/mt-item/20250418_2.pdf 

   

２．「着眼点」を踏まえた当社の主な取組み   

 ①コンプライアンス・リスク管理態勢 

＜生命保険協会「着眼点」記載内容＞ 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組み】 

・当社は、コンプライアンスを「社員一人ひとりが、生命保険会社そして健康応援企業に勤めるものとして、 

相応しい言動を取り続け、お客さまや代理店から期待される『価値』を提供し続けていること」と定義し、

当社が目指す姿を明文化した「グループ企業理念」（＝パーパス）に加え、全役職員が遵守する「ＳＯＭＰ

Ｏグループコンプライアンス行動規範」、中期的な当社の取組目標を示す「経営方針（中期経営計画）」、Ｌ

Ｃの行動規範である「ライフカウンセラーシップ」等と併せてＬＣに周知を図っています。 

・社長はじめ経営陣がＬＣオフィス（ＬＣが在籍する当社営業店）を訪問し、ＬＣに直接メッセージを伝える

とともに、ＬＣと意見交換の場を持つことにより、会社方針およびコンプライアンスの更なる浸透と、ＬＣ

の意識と行動の更なる強化を促進しています。 

・全社的なコンプライアンスの具体的な実践計画として毎年度策定する「コンプライアンス・プログラム」の 

中で、当社の三線管理態勢※１および各防衛線の役割を明確化しています。 

・各ＬＣオフィスは、個々のリスクおよび課題を踏まえた「営業店内部管理課題」を策定して、ＬＣオフィス

単位のコンプライアンス・ミーティング等を通じたＬＣの指導育成を行っています。 

・ＬＣオフィスの管理とＬＣの指導育成強化のため、順次ＬＣオフィス長のマネージャー（ＬＣの管理者）兼

務を解消するなど、ＬＣオフィス長の役割を明確化し、ＬＣオフィス長を中心とした、より強固なコンプラ

イアンス・リスク管理態勢の構築を図っています。 

「コンプライアンス・リスク管理態勢」は、各社の業務運営の基礎となる組織体制の構築や企業文化の

形成等を指す。営業職員チャネルの特徴・強みであるお客さまとの強固な信頼関係に応え変わらぬ安心

をお届けしていくためには、目指す理念や価値観の共有、実効的な統制策を遂行する強固な組織体制の

構築等、健全なコンプライアンス・リスク管理態勢の整備・維持が求められる。 

https://www.seiho.or.jp/info/news/shared/mt-item/20250418_2.pdf


 

 

・ＬＣオフィスを統括する「ＬＣ統括ブロック」について、これまでは本社部門であるＬＣ事業部が一元管理

をしていましたが、ＬＣ事業部が全体統制を行い、営業担当役員が現場指揮を担う体制へと変更し、営業現

場との連携を一層強化することで、実効性の高いガバナンスを確立します。 

・その他、さまざまな情報発信、意識調査とアンケートによるコンプライアンスの浸透度・実践度の確認、コ 

ンプライアンス担当役員および各部長が年間を通して「コンプライアンス・メッセージ」を全社員に発信す 

ること等によって、社員一人ひとりのコンプライアンスマインドの醸成、法令遵守態勢の整備と不適正行為

の未然防止を図っています。 

 

※１ 営業部門等（１線）、管理部門（２線）、内部監査部門（３線）のそれぞれが取締役会や監査役等によ 

   る監督と連携して、適切なリスク管理と内部統制を行う仕組み 

 

②コンプライアンス・リスクの評価 

＜生命保険協会「着眼点」記載内容＞ 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組み】 

・各ＬＣオフィスは、年度初に自部署のコンダクトリスクを含むコンプライアンス・リスクを評価し、「営業 

      店内部管理課題」を設定して、リスクベースの対策を実行しています。 

・営業職員チャネル専任の内部統制スタッフ※２を配置することで、ＬＣオフィスの上記活動の指導・支援を強 

化しています。 

・「営業店内部管理課題」は、ＬＣ統括ブロック単位で開催される「営業店コンプライアンス推進会議」で定

期的に議論するとともに、本社部門で開催される「コンプライアンス推進会議」にて、代理店チャネルとは

別に営業職員チャネルの営業店内部管理課題の進捗状況を確認、議論し、ＰＤＣＡを実行しています。 

  

※２ 営業部門等（１線）における自律的かつ適切な内部管理態勢の構築を推進する役割を担う社員 

 

③コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施 

＜生命保険協会「着眼点」記載内容＞ 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組み】 

・お客さま本位の業務運営が全ての業務・施策の基盤であることを経営方針に掲げ、ＬＣオフィス単位でのコ 

ンプライアンス・ミーティングやコンプライアンステスト、全ＬＣを対象とした意識調査やアンケートを通

じて、理解度・浸透度の確認を行っています。 

「コンプライアンス・リスクの評価」は、自社の事業における固有のリスクや、防止すべき不適正事象

の影響度・頻度等について、適切に評価することを指す。それぞれのリスクに応じた適切な態勢を構築

するコンプライアンス・リスク管理の考え方においては、各社にて営業職員チャネルの特徴や自社の特

性等に応じたリスクの評価がなされることが求められる。 

「コンプライアンス・リスクに対するコントロールの整備・実施」は、統制環境やリスク評価にもとづ

く、コンプライアンス・リスク管理上の具体的な統制策に関する取組みを指す。営業職員チャネルにお

ける不適正行為の防止のためには、前述のリスク評価の結果も踏まえた強固な統制策の整備・実施が求

められる。 



 

 

・コンプライアンスの状況を含む業務品質面での評価をＬＣの報酬制度に反映させ、お客さま本位の業務運営 

方針に沿ったＬＣの活動を促進する態勢を整備しています。 

・ＬＣの管理者（マネージャ―）は、ＬＣ一人ひとりの活動予定および結果を毎週確認し、日常の対話を踏ま 

えた活動管理を行うとともに、本社管理部門との情報共有を通じて、不適正行為の未然防止と予兆把握に繋

げる仕組みを構築しています。万一、管轄するＬＣにおいてコンプライアンス上の重大な事案が発生した場

合には、マネージャーの管理責任を厳正に評価し、社内評価制度に適切に反映する仕組みを整えています。 

・不適正行為防止の観点から、当社公式ウェブサイト上に、「現金領収は原則として行っていないこと」等の 

お客さま向け注意喚起を掲載しています。 

・特に、ご高齢のお客さまに対する適切な募集を行う観点より、70歳以上のお客さまへの募集時には、ご親族

の同席、複数回面談、複数の募集人による募集のいずれかを実施することをルールとしています。 

・お客さまのご契約をお預かりしてから一定期間内に、解約や失効によりご契約が消滅した場合、ＬＣの管理 

者（マネージャ―／ＬＣオフィス長）および内部統制スタッフがＬＣと面談を行い、早期にご契約が消滅し

た真因を把握し、募集手続きやその後のフォロー活動が適切に行われているか確認しています。 

 

④コンプライアンス・リスクのモニタリングおよび不適正事象の（予兆）把握時の対応 

＜生命保険協会「着眼点」記載内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組み】 

・営業職員チャネル専任の内部統制スタッフを配置するとともに、コンプライアンス・プログラムに基づき、 

内部統制スタッフと連携しながら、各ＬＣオフィスの内部管理課題の改善状況をモニタリングしています。 

・ＬＣの募集活動について、本社管理部門が指定した契約に対し、ＬＣの管理者（マネージャー）がお客さま

へ募集活動の状況を直接確認することにより、業務品質の向上および不適正行為の未然防止ならびに予兆把

握に努めています。 

・コンプラアンス・リスクの高い事務手続きや保険料の取扱いが行われた契約について、営業部門（１線）お 

よびコンプライアンス部門（２線）によるモニタリングを行い、双方で情報共有を実施しています。 

・お客さまから寄せられた苦情や、お申込みから一定期間内に消滅した契約に対するモニタリングを通じて、 

 不適正事象の予兆把握とリスクの検証を実施しています。 

・ＬＣの業績状況に応じて、ＬＣ事業部がＬＣの管理者（マネージャー）へのヒアリングを実施し、不適正行 

為の兆候を早期に把握することで、リスク管理を強化しています。 

 

 

 

 

 

 

「コンプライアンス・リスクのモニタリング」は、自社におけるリスク評価やコントロールの状況を含

む、自社のコンプライアンス・リスク管理態勢の整備・機能状況の監視を指す。新型コロナウイルス感

染症の感染拡大やデジタライゼーションの進展等に伴うリモート環境下での活動機会の増加等、環境の

変化によりリスクの状況や統制策の実効性等も変化しうるものであり、実効的なコンプライアンス・リ

スク管理態勢の維持のためには、コントロールを通じて得られる不適正事象の（予兆）情報も含め、適

切なモニタリングの実施が求められる。 



 

 

⑤コミュニケーション 

＜生命保険協会「着眼点」記載内容＞ 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組み】 

・経営陣によるＬＣオフィス訪問およびＬＣとの対話を行い、社内コミュニケーションの促進と風通しのよい 

職場環境の醸成に努めています。 

・当社公式ウェブサイトにおいて、お客さまからのご意見・ご要望の受付窓口を分かりやすく公開していま 

す。また、ディスクロージャー資料において、当社のコンプライアンス推進態勢について公開することを通

じて、お客さまを含む社外の関係者との適切なコミュニケーションに努めています。 

・全社員を対象とした意識調査とアンケートを通じて、コンプライアンスに関するＬＣの理解度、各ＬＣオフ 

ィスにおける実践状況や組織風土等の把握を行い、アンケートの結果は経営陣にも共有しています。 

・内部通報制度については、通報者保護の体制整備に加えて、社外相談窓口の設置やウェブ相談窓口の設置に 

よる環境整備と、社内通達等を通じた受付状況の共有とＬＣへの認知度向上による実効性向上に努めていま 

す。 

 

⑥監査 

＜生命保険協会「着眼点」記載内容＞ 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組み】 

・ＬＣオフィスを含む営業組織（１線）に対しては、内部管理態勢の有効性を検証・評価することを目的とし 

て、毎年度、内部監査を実施しています。 

・コンプライアンス部門（２線）等に対しては、年間監査計画策定の際にリスクアセスメントを実施し、必要

に応じて営業組織（１線）に対するけん制・管理状況等の監査を実施しています。その際は、営業組織（１

線）に対する監査結果を踏まえた重層的な監査を実施しています。 

・コンプライアンス部門・リスク管理部門（２線）との定期的な情報交換を実施し、営業組織（１線）の内部 

監査を通じて把握したリスク・課題は、監査対象部門のみならず、コンプライアンス部門（２線）等にも改

善要請できる仕組みを構築しています。 

・本社・営業部門監査においては、各部門の取組みや方針等を踏まえ、監査項目の策定・リスクアセスメント

の実施等、コンプライアンス・リスク管理態勢の高度化を図っています。 

・内部監査等で把握した課題については、定期的な改善フォローを通じて内部監査の実効性確保に努めていま 

す。  

 

ここでいう「コミュニケーション」とは、必要な情報が適時適切に、社内外の関係者に伝達されるため

の管理態勢および日常業務における取組みを指す。社内環境等の要因によるコミュニケーションの不足

は、不適正事象の抑止・発見の阻害要因ともなり得ることから、社内・社外（お客さまや各種ステーク

ホルダー等）との適切なコミュニケーションが行われる環境や態勢を構築することが求められる。 

「監査」部門は、三線管理態勢において、営業組織等の業務部門（１線）・コンプライアンス部門（２

線）のコンプライアンス・リスクに関する態勢や取組みが適正かつ有効に構築・実施されているかの検

証を行い、改善につなげる役割を担っている。営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢

が実効的に整備されるにあたり、監査部門が営業職員チャネルの特性や自社を取り巻く環境等を理解

し、役割を発揮していくことも求められる。 

 



 

 

３．おわりに 

当社は「営業職員の大規模不祥事」を重大リスクの一つと位置づけ、その根絶に向けたリスクコントロールに

ついて、経営会議での報告・協議を含む組織的な取組みを進めています。これからもコンプライアンス・リスク

管理態勢の高度化に絶えず取り組み続けることにより、一人でも多くのお客さまの“安心・安全・健康”であふ

れる未来に貢献してまいります。 

 

以上 


